
 

 

   
CCCHHHIIINNNAAA   BBBUUUSSSIIINNNEEESSSSSS   MMMOOONNNTTTHHHLLLYYY   

  
 
おかげさまで「チャイナビジネスマンスリー」は今年 1 月の創刊から、一年が経過いたしました。 
本号では、まず中国式現代化と経済社会政策、及び中国の人口減少が経済に与える影響についてお届けいたし

ます。続いて、中国における５G 推進政策について、及びこれまでも取り上げて参りましたデータ管理規制について、
自動運転等に必要となる自動車関連データの規制について紹介します。 

この月刊「チャイナビジネスマンスリー」シリーズでは、引き続き中国ビジネスに関わる皆様にとってご関心の高いト
ピックスをみずほがキュレーター役となってお届けして参ります。今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。 
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・赤字は今月号で取り上げるトピックス  ・青字は今後注目したいトピックス  ・紫字は直近 1 か月で公表されたトピックス 

 

2022 年 12 月 
＜チャイナビジネスにおける直近の主要トピックス＞ 

 
 

中 国 営 業 推 進 部  

【政治・外交等】 【経済・金融】 【社会・その他】
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ー
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・国際発信の強化（第30回2021/5）
・共産党の伝統     （第31回2021/6）
・反腐敗闘争の堅持 (第40回2022/6)
・人材による軍の強化(第41回2022/7)
・第二十回党大会の精神の学習(第20届
中央政治局第1回2022/10)

・第14次五ヶ年計画重点事項       （第27回2021/1）
・エコロジー文明                                (第29回2021/4）
・バイオセキュリティガバナンス    （第33回2021/9）
・デジタル経済         （第34回2021/10）
・資本の健康発展の規範と引導  (第38回2022/4)

・社会保障                       （第28回2021/2）
・法治体制                (第35回2021/12)
・カーボンニュートラル           (第36回2022/1)
・中国の人権                 (第37回2022/2)
・中華文明の歴史の研究の深化(第39回2022/5)

パ
ブ
コ
メ

・立法法(2022/10/31～11/29) ・会社法          (2021/12/24～/1/22)
・国内企業の海外での証券発行・上場に関する秘密保持と
文書管理に関する規定               (2022/4/2～4/7)
・企業中⾧期外債審査登記管理弁法(22/8/26～9/26)
・人力資源サービス機構管理規定(22/9/28～10/28)
・不正競争防止法(22/11/23～12/22)

・個人情報越境移転標準契約(22/6/30～7/29)
・インタネット安全法修正草案(2022/9/14～9/29)
・道路自動車両生産参入許可管理条例
                                          (2022/10/28～11/27)
・ICV参入及び路上走行試験の展開に関する通知
            (2022/11/2～12/1)
・社会信用体系建設法(2022/11/14～12/14)

  ※1  集団学習：対外公表されている中国共産党中央政治局による集団学習会の主なテーマを記載（2021/1以降）
  ※2  パ ブ コ メ  ：対外公表されている政府各部局から草案等に対する意見募集（パブリックコメント）の主なものを記載(2021/12以降)

・独禁法              (2022/6/24)
・多国籍企業の人民元・外貨一本化したクロスボーダープーリ
ング試行対象の拡大及び本部型経済の発展の支持
                                                                  (2022/7/22)
・⾧江デルタ一体化モデル区の高度化 (2022/9/15)
・企業グループファイナンスカンパニー管理規定(22/10/13)
・製造業を重点とする外資投資の促進措置(22/10/25)
・外資投資奨励産業目録(2022年版)(22/10/28)
・上海市多国籍企業による地域本部設立の奨励規定
                                                                (2022/11/8)
・海外機関投資家による中国債券市場への投資に係る資
金管理規定                                           (2022/11/10)
・不動産市場の安定と健康的発展への金融による支持の
実施に関する通知         (2022/11/23)

・ネットワーク安全審査弁法             (2022/1/4)
・「14.5」高齢事業発展と養老サービス体制の計画
                                                          (2022/2/21)
・インタネット安全標準実践指針  (2022/6/24)
・データ越境移転安全評価弁法   (2022/7/7)
・データ越境移転安全評価申請指南(2022/8/31)
・国家標準管理弁法       (2022/9/9)
・強制認証製品管理規定     (2022/9/29)
・食品関連製品品質安全監督弁法 (2022/10/8)
・個人事業主の発展の促進       (2022/10/25)
・著名人の広告への出演のさらなる規範化に関する
指導意見          (2022/10/31)
・新型コロナウィルス対策の更なる改善、科学的・的
確な実施に関する通知                     (2022/11/11)

主
な
公
表
済
政
策
等

・陸地国境法               (2021/10/23)
・党百年の重大な成果と歴史的経験
                                     (2021/11/11)
・政府活動報告        (2022/3/5)
・中国共産党政治協商活動条例
                                    (2022/6/20)
・デジタル政府構築強化(2022/6/23)
・中国共産党定款 (2022/10/22)

ウクライナ問題、米中関係、日中関係（対外経済環境）

労働問題/コロナ対策/共同富裕

・独禁法/プラットフォーマー規制 ・医療・ヘルスケア ・教育（学習塾等）

・法治化 ・不動産問題

サイバーセキュリティ法・データ安全法・個人情報保護法

・RCEP/CPTPP ・デジタル人民元 ・人口・高齢化（戸籍制度）

・双循環経済 ・標準化推進 ・三農対応

・米国上場/香港上場 ・資本市場整備 ・中小零細企業支援

・⾧三角一体化 ・イノベーション / ５G / ブロックチェーン / 自動車 / 電池

・税制改革 ・越境EC

※1

※2

サステナ/SDGs（CO2ピークアウトとカーボンニュートラル等）
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＜エグゼクティブ サマリー＞ 

中国式現代化と経済社会政策について 
 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ 
アジア調 査 チーム 
主 任 エコノミスト 月 岡 直 樹  
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＜エグゼクティブ サマリー＞ 

中国の人口減少と中国経済への影響について 

 
 
 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ 
アジア調 査 チーム 
上 席 主 任 エコノミスト 伊 藤 秀 樹  
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＜エグゼクティブ サマリー＞ 
中国における 5G 推進施策について 

～経済成⾧への需要喚起と DX 発展の相乗効果～ 

みずほ銀 行  

中 国 営 業 推 進 部  

特別研究員 邵 永裕 Ph. D. 
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＜エグゼクティブサマリー＞ 
中国における自動車関連データの取扱いについて 

 
 

 
King & Wood Mal lesons  
金 杜 法 律 事 務 所  
中 国 弁 護 士 ： 
崔 文 英  徐 康  
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１．習近平総書記が 3 期目指導部を発足、新総理には李強氏が就任へ 

中国共産党が2022年10月16日～22日に第20回全国代表大会（党大会）を開催した。党中央に当たる中

央委員会委員205名と同候補委員171名を選出し、党の最高規則である党規約を改正した（図表1・2）。

中央委員会は、党大会閉会翌日の23日に第1回全体会議（1中全会）を開催し、習近平氏を党中央委員会

総書記と党中央軍事委員会主席に選出した（次頁図表3）1。党トップとして3期目続投を決めた習氏は新

指導部を発足させており、2023年3月に開催予定の全国人民代表大会（全人代。国会に相当）において国

家主席にも再任される運びである。 

党最高指導部に当たる中央政治局常務委員（総書記を含む）7名には、習近平氏が信頼を寄せる人材が 

登用された。党内序列2位、3位にはそれぞれ上海市党委員会書記の李強氏、中央紀律検査委員会書記の

趙楽際氏が選出され、3月の全人代でそれぞれ国務院総理（首相に相当）、全人代常務委員長（国会議長

に相当）に就任する見込みである。トップ24位以内の中央政治局委員（政治局常務委員を含む）には、

国務委員兼外交部部長（外相）の王毅氏、国家発展改革委員会主任の何立峰氏ら13名が昇格した（図表

4）。王氏は党中央外事工作委員会弁公室主任の楊潔篪氏の後任として外交を統括し、何氏は劉鶴副首相

の後任として経済・貿易交渉担当の副総理に就任するとみられている。一方、国務院副総理である胡春

華氏は中央委員に選出されたものの、政治局委員には選出されず降格となった。全人代で副総理から外

れる可能性もある。 

図表1 中国共産党の組織構造 図表 2 中国共産党の指導部選出の仕組み 

  

（注）党員数は2021年末時点。そのほかは党大会時点。党大会代表に

は特別招聘代表83人を含む 
（出所）中国共産党新聞網、各種報道より、みずほリサーチ＆テクノ

ロジーズ作成 

（出所）中国共産党新聞網、各種報道より、みずほリサーチ＆テクノロ

ジーズ作成 

中国共産党員（約9,671万人）

全国代表大会代表（2,379人）

中央委員会委員（205人）
同候補委員（171人）

中央政治局
委員（24人）

中央政治局
常務委員（7人）

総書記（1人）

中央紀律検査

委員会

選出

中央軍事委員会

中央書記処

選出

選出

中央政治局

常務委員

総書記

中央委員会

選出

全国代表大会（党大会）

指導

中国式現代化と経済社会政策について 
 

 
 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ 
アジア調査チーム 
主任エコノミスト  月岡直樹 
Email: naoki.tsukioka@mizuho-rt.co.jp 
Tel: 080-1069-6684 
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中国共産党の最高意思決定機関である党大会は5年に一度開催され、中央委員の選出や党規約の改

正、中央委員会報告の承認等を行う。今回の党大会では、69歳の習氏が党内慣例とされている「七上

八下」（満67歳以下の幹部は留任し、満68歳以上は引退する）に縛られず、トップの座にとどまるこ

とが確実視されていた。蓋を開けてみれば、この定年に達していない国務院総理の李克強氏や全国政

治協商会議主席の汪洋氏らが退任する一方で、定年を超える中央軍事委員会副主席の張又侠氏や王毅

氏らが政治局委員に留任・昇格しており、慣例は有名無実化したといえる。 

図表3 中国共産党中央政治局常務委員の顔ぶれ 

 

序列 氏名 党大会前の主な役職 

1 習近平 
総書記、国家主席、 

中央軍事委員会主席 

2 李克強 国務院総理 

3 栗戦書 全人代常務委員長 

4 汪洋 全国政治協商会議主席 

5 王滬寧 中央書記処書記 

6 趙楽際 中央紀律検査委書記 

7 韓正 国務院副総理（筆頭） 

序列 氏名 新たな党役職 年齢 

1 習近平 総書記、中央軍事委員会主席 69 

2 李強  63 

3 趙楽際  65 

4 王滬寧  67 

5 蔡奇 中央書記処書記 66 

6 丁薛祥  60 

7 李希 中央紀律検査委書記 66 

 

 

（注）赤字は党大会を経て入れ替わったメンバー。年齢は党大会時点 

（出所）中国共産党新聞網、各種報道より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

図表 4 中国共産党中央政治局委員の顔ぶれ 

 
（注）政治局委員には政治局常務委員も含まれる。常務委員以外の政治局委員に序列はない。赤字は今回の党大会で昇格、紫字

は引退、斜体は降格した人物。年齢は党大会時点。新たな役職は2022年10月31日時点の情報に基づく 

（出所）中国共産党新聞網、各種報道より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

第19期党中央政治局委員

氏名 党大会前の主な役職

丁薛祥 党中央弁公庁主任

王晨 全人代常務委員会副委員長

劉鶴 国務院副総理

許其亮 中央軍事委員会副主席

孫春蘭 国務院副総理

李希 広東省党委員会書記

李強 上海市党委員会書記

李鴻忠 天津市党委員会書記

楊潔篪 党中央外事工作委弁公室主任

楊暁渡 国家監察委員会主任

張又侠 中央軍事委員会副主席

陳希 党中央組織部部長

陳全国 党中央農村工作指導小組副組長

陳敏爾 重慶市党委員会書記

胡春華 国務院副総理

郭声琨 党中央政法委員会書記

黄坤明 党中央宣伝部部長

蔡奇 北京市党委員会書記

氏名 党大会前の主な役職 年齢 新たな役職など

馬興瑞 新疆ウイグル自治区党委書記 63

王毅 国務委員兼外交部部長 69 外交担当トップとなる見込み

尹力 福建省党委員会書記 60

石泰峰 中国社会科学院院長 66 党中央統一戦線工作部部長

劉国中 陝西省党委員会書記 60

李乾傑 山東省党委員会書記 57

李書磊 党中央宣伝部副部長 58 党中央宣伝部部長

李鴻忠 天津市党委員会書記 66

何衛東 人民解放軍東部戦区司令員 65 中央軍事委副主席（軍人）

何立峰 国家発展改革委員会主任 67 副総理（経済担当）就任か

張又侠 中央軍事委員会副主席 72 留任（軍人）

張国清 遼寧省党委員会書記 58

陳文清 国家安全部部長 62 党中央政法委員会書記

陳吉寧 北京市長 58 上海市党委員会書記

陳敏爾 重慶市党委員会書記 62

袁家軍 浙江省党委員会書記 60

黄坤明 党中央宣伝部部長 65 広東省党委員会書記

第20期党中央政治局委員

第 19 期党中央政治局常務委員 第 20 期党中央政治局常務委員 



 
 

8 
 

党規約の改正2では「二つの擁護」を明記した。「二つの擁護」とは、「習氏の党中央および全党に

おける核心的地位」と「党中央の権威および集中統一指導」の2つを「断固として擁護」することを意

味している。前回（2017年10月）の党大会で党規約に書き込まれた習氏の名を冠した指導思想「習近

平による新時代の中国の特色ある社会主義思想」については、「21世紀のマルクス主義であり、中華

文化と中国精神の時代の神髄である」と強調しており、「二つの擁護」と合わせて習氏の権威を一段

と高める形となっている。また、後述する「中国式現代化」という文言も今回新たに盛り込まれた。

台湾問題については、従来からある「祖国統一の大業を完成させる」の表現の前に「“台湾独立”に

断固として反対し阻止する」の文言を追加し、一段と語気を強めた。 

 

２．「中国式現代化」で西側との違いを強調、社会主義現代化強国の中長期目標は不変 

党大会では、習氏が「中国の特色ある社会主義の偉大な旗印を高く掲げ、社会主義現代化国家の全

面的な建設のために団結奮闘しよう」と題する中央委員会報告を行った（図表5）3。貧困脱却による

「小康社会（ややゆとりある社会）」の実現、経済力の飛躍的な上昇、史上前例を見ない反腐敗闘争

の展開等、習氏が総書記に就任して以来10年間の成果を列挙し、西側とは異なる発展モデルである「中

国式現代化」が「人類の現代化実現に新たな選択肢を提供」して、「マルクス主義の中国化・時代化

の新境地を切り開いた」と強調した。その上で、習近平政権下の「新時代」において「中華民族の偉

大な復興」を目指す中国共産党の使命・任務と、社会主義現代化国家建設の中長期目標をあらためて

提示した。習氏がトップとして党と国家の舵取りを続けることを踏まえ、これまでの「強国」路線の

継続を重ねて表明したものといえる。 

 

 

図表5 党大会における中央委員会報告の主な内容 

 
（出所）中央委員会報告より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

テーマ 報告抜粋

ゼロコロナ
「動的ゼロコロナ」を堅持して揺るがせにせず、最大限度まで人民の生命と健康を保護し、コロナ防疫と経済社会の発
展を両立させて重要で積極的な成果を獲得した

党の中心任務
全国の各民族人民を団結させて社会主義現代化強国を全面的に完成させ、「第2の百年（＝2049年の建国100周年）」
奮闘目標を実現し、中国式現代化をもって中華民族の偉大な復興を全面的に推進すること。今後5年は社会主義現代
化国家の全面的な建設が始まる重要な時期

中国式現代化

中国式現代化が、人類の現代化実現に新たな選択肢を提供した。中国式現代化の本質的要求は、中国共産党の指導
を堅持し、中国の特色ある社会主義を堅持し、質の高い発展を実現し、全過程人民民主を発展させ、人民の精神世界
を豊かにし、人民全体の共同富裕を実現し、人と自然との調和ある共生を促進し、人類運命共同体の構築を推し進め、
人民文明の新形態を創造すること

経済社会政策

2035年までに1人あたりGDPを中等先進国の水準に到達させる。国内大循環を主体とし、国内・国際の双循環が相互
促進する新たな発展局面を構築する。内需拡大戦略とサプライサイド構造改革を有機的に結合させ、サプライチェーン
のレジリエンスと安全性を高め、製造強国、品質強国、デジタル中国を建設する。人材強国戦略、イノベーション駆動発
展戦略を実施し、科学技術の自立自強を堅持する

共同富裕
国民収入分配における住民収入比率、一次分配における労働報酬比率の向上に努力し、中間所得層を拡大させる。税
収、社会保障、移転支払い等の調節機能を強化する。収入分配秩序を規範化し、高すぎる収入を調節する。雇用優先
政策を強化する。全人民をカバーする持続可能な社会保障体系を構築する

台湾問題
台湾問題の解決と祖国の完全な統一の実現は、党の揺るぎない歴史的任務であり、中華民族の偉大な復興の必然的
要求。台湾問題の解決は、中国人自身のことであり、中国人が決めるべき。最大の誠意で、最大の努力を尽くし平和的
統一の未来を実現しようとしているが、武力使用の放棄を決して約束せず、一切の必要な措置をとる選択肢を保留する
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報告は、「中国式現代化」を「中国式共産党が指導する社会主義現代化であり、各国の現代化にお

ける共通特徴を有し、自己の国情に基づく中国の特色をも有する」と定義し、中国共産党の中心的な

任務は「社会主義現代化強国を全面的に完成」させ、「中国式現代化をもって中華民族の偉大な復興

を全面的に推進すること」であると宣言した。社会主義現代化国家建設の中長期目標については、前

回党大会で掲げた「2035年までの社会主義現代化国家の基本的実現」と「21世紀中葉における社会主

義現代化強国の完成」の2段階戦略を再掲した上で、「今後5年は社会主義現代化国家の全面的な建設

が始まる重要な時期」と位置づけ、次回党大会（2027年）までの中期目標を明記した（図表6）。 

経済社会政策については、2021年3月の全人代で採択された「第14次五カ年計画（2021～25年）と2035

年長期目標」4の基本方針に概ね沿ったものとなっており、「2035年までに1人あたりGDPを中等先進

国の水準に到達させる」目標を再確認した。持続可能な成長を実現するための「質の高い発展」、内

需駆動型経済への転換を図る「双循環」、ハイテク技術の国産化を目指す「科学技術の自立自強」、

サプライチェーンのレジリエンス向上、高水準の対外開放等、従来の政策方針を散りばめ、前回党大

会の報告と同様に「教育強国」「科学技術強国」「人材強国」「文化強国」「製造強国」「品質強国」

「宇宙強国」といった「強国」目標を並べた。教育・科学技術・人材については、特に一章を設けて

その振興戦略を掲げ、イノベーションの重要性を指摘している。格差是正策である「共同富裕」につ

いては、「中国の特色ある社会主義の本質的要求であり、長期の歴史的過程である」と定義し、あく

まで長期目標であることを示唆した上で、所得分配制度の改善を進めることを強調した。 

報告で頻繁に登場しているのが「安全」という言葉である。この「安全」の概念は習近平氏が2014

年に提唱した「総体国家安全観」に基づいており、その範囲は国防やエネルギー・食料、重要インフ

ラといった従来の安全保障分野にとどまらず、経済、サプライチェーン、金融の安全からデータ、イ

デオロギーの安全まで多岐にわたっているが、報告ではとりわけ「国家の安全」への言及が多い。こ

れは、米中対立が長期化する等、中国を取り巻く環境が前回党大会からの5年で劇的に変化したことを

反映していると考えられる。実際、報告は「世界は新たな動揺変革期に入った」との認識を示した上

で、「外部からの圧力・抑止はいつでもエスカレートする可能性」があり、「各種の“ブラックスワ

図表6 中国共産党の中長期目標 

 
（出所）中央委員会報告より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

今後5年（～2027年）

社会主義現代化国家の
全面的な建設が始まる重要な時期

2035年

社会主義現代化の基本的実現

21世紀中葉

社会主義現代化
強国の完成

 経済の質の高い発展におけるブレイクスルーと科
学技術自立自強能力の顕著な向上

 国家統治体制・統治能力の現代化推進と社会主義
市場経済体制の充実、高水準の開放型経済新体
制の基本的形成

 全過程人民民主の制度化水準の向上と中国の特
色ある社会主義法治体系の改善

 中華民族の凝集力と中華文化の影響力の増強

 住民所得と経済成長率の伸びの基本的一致、労
働報酬と労働生産性の向上の基本的一致

 居住環境の改善と「美しい中国」の建設

 中国人民解放軍創設100周年奮闘目標の実現

 グローバル・ガバナンスにおける役割の発揮

 経済力・科学技術力・総合国力の大幅な向上と1人
当たりGDPの中等先進国水準への到達

 高水準の科学技術の自立自強の実現によるイノ
ベーション国家の仲間入り

 新型工業化・情報化・都市化・農業現代化の実現

 国家統治体制・統治能力の現代化実現と法治国
家・法治政府・法治社会の建設

 教育・科学技術・人材・文化・スポーツにおける強
国の建設と国家のソフトパワーの顕著な増強

 中間所得層比率の向上と基本公共サービスの均
等化、人民全体の「共同富裕」の実質的な進展

 炭素排出のピークアウトと環境保護による「美しい
中国」目標の実現

 国防・軍隊の現代化の実現

総合国力と国際的な
影響力で世界をリード
すること
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ン”“灰色のサイ”5事件がいつでも発生する可能性がある」と危機感を露わにしており、これに備え

るためには「党の全面的な指導を堅持・強化する」ことが必要と結論づけている。 

2022年8月のペロシ米下院議長の台湾訪問と中国人民解放軍による台湾周辺海域での軍事演習によ

り緊張が高まった台湾問題については、「平和統一、一国二制度」が中台統一の最も良い方法とする

一方で、武力行使を排除しない従来の立場を繰り返した。ただ、統一に向けた具体的なスケジュール

等は示さなかった。 

「強国」路線を継続する習指導部が直面するのは、米中対立の長期化である。米政府は10月7日、先

端半導体や半導体製造装置、スーパーコンピューター関連製品の対中輸出規制を大幅に強化した。ま

た、12日には国家安全保障戦略を発表し、中国を「唯一の競争相手」であり「最も重大な地政学的挑

戦」と位置づけ、対抗姿勢を一層鮮明にしている。党大会における最高指導部の人事と「強国」路線

の継続を確認した米国が、今後さらに対中圧力を強める可能性がある。「自立自強」のために研究開

発や産業振興を加速させているとはいえ、ハイテク分野の対中デカップリングの影響は大きく、中国

のイノベーション戦略にとって大きな阻害要因となることは疑いない。外交努力を通じた事態打開を

考慮に入れる必要があろう。 

３．中国経済は上海ロックダウンから回復も力強さ欠く。2023 年も V字回復は期待薄 

今回の党大会に当たっては、税関総署が10月14日に予定していた輸出入統計の発表を先送りし、国

家統計局も18日に予定していた2022年7～9月期のGDPと9月の主要経済指標の公表を直前になって延

期したことが、異例の対応として物議を醸した。その理由について当局から明確な説明はなかったが、

これらの統計は党大会終了後、1中全会開催翌日の24日に相次いで発表された。 

それによると、中国の2022年7～9月期の実質GDP成長率は前年同期比＋3.9％と、上海ロックダウン

の直撃で急減速した4～6月期の同＋0.4％から持ち直したものの、力強さを欠くものであった（次項図

表7）。財政出動によりインフラ投資は伸長したものの、ゼロコロナ政策による厳しい行動制限と営業

規制を受けてサービスを中心に消費活動の低迷が続いていることや、住宅ローン返済ボイコット問題

により不動産販売が二番底に陥ったこと6が、景気の下押し要因となった。8月に急減速した輸出は、9

月も減速傾向が続いている（次項図表8）。PC等の巣ごもり需要の一服と世界経済、特に米国経済の減

速が影響したものとみられる。輸入は相変わらず鈍く、内需の停滞を示唆するものとなっている。 

党大会を終えた習近平指導部が早急に対処すべき経済課題は、ゼロコロナ下で長引く消費の低迷と

不動産市況の悪化である。報告を読む限り、ゼロコロナ政策に緩和の予兆はなく、「住宅は住むもの

であり、投機するものではない」という不動産投機抑制方針にも変更はみられない。だが、足元の状

況が長引けば景気回復が遅れ、経済的な閉塞感も強まる。そのため、ゼロコロナ政策と不動産市場へ

のテコ入れ策について明確な先行きを示すことが必要である。また、ITプラットフォーマー規制やゼ

ロコロナ政策等を受けて、市場では政策の予見可能性や政策判断の経済合理性について懸念する声も

高まっている。新指導部には、こうした懸念を払拭するための具体的な施策が求められよう。 

みずほリサーチ＆テクノロジーズでは、中国の2022年通年の実質GDP成長率は＋3.2％で着地し、

2023年も5％割れの低成長（＋4.8％）にとどまり、V字回復は期待薄とみている7。この予測は、①ゼロ

コロナ政策が2023年4～6月期に段階的に緩和され、7～9月期には経済が正常化へ向かうこと、②不動
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産投資が4～6月期以降に底入れし、その後は緩やかに回復すること、の前提に立っている。経済課題

への対処がもたつけば景気下振れリスクが高まるだけでなく、「2035年までに1人あたりGDPを中等先

進国の水準に到達させる」という中長期目標の実現もおぼつかなくなる。習指導部は、3期目が始動し

て早々に経済政策の巧拙を問われているといえよう。 

 

1 「中国共産党第 20 期中央委員会第 1 回全体会議コミュニケ」（2022 年 10 月 23 日） 
http://www.news.cn/politics/cpc20/2022-10/23/c_1129075992.htm 

2 「中国共産党規約」（2022 年 10 月 22 日可決） http://www.news.cn/politics/cpc20/2022-10/26/c_1129081750.htm 
3 「中国共産党第 20 回全国代表大会における報告」（2022 年 10 月 16 日） 

http://www.news.cn/politics/cpc20/2022-10/25/c_1129079429.htm 
4 「国民経済と社会発展の第 14 次五カ年計画および 2035 年長期目標要綱」（2021 年 3 月 12 日） 

http://www.gov.cn/xinwen/2021-03/13/content_5592681.htm 
5 「ブラックスワン」は事前には予測できないが、発生すると深刻な影響をもたらすリスクを、「灰色のサイ」は将来的に大き

な問題を引き起こす可能性があることは認識されているものの、現時点で軽視されているリスクを指す 
6 足元の不動産市況については、伊藤秀樹『長期化の様相を呈する中国不動産の低迷』（Mizuho RT Express 2022 月 9 月 16
日）参照 https://www.mizuho-rt.co.jp/publication/report/research/express/2022/express-as220916.html 

7 見通しの詳細は『2022・2023 年度 内外経済見通し ─ 政策が高める不確実性。蓋然性増すインフレ下の景気後退リスク 
─』（2022 年 10 月 24 日）参照 
https://www.mizuho-rt.co.jp/publication/report/research/forecast/2022/outlook221024.html 

 
 

                                                   

図表7 中国の実質GDP成長率（需要項目別寄与度） 図表 8 中国の輸出入金額（米ドルベース） 

   
（出所）中国国家統計局、CEICより、みずほリサーチ＆テクノロジー

ズ作成 
（注）2021年は、2019年対比の成長率（2年平均）、毎年1・2月は合

計値の成長率 
（出所）中国税関総署、CEICより、みずほリサーチ＆テクノロジー

ズ作成 
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■ 党大会で強調した「人材育成」は人口減少への危機感も 

中国共産党は、5年毎の全国代表大会（党大会）を2022年10月に開催し、習近平氏をトップとする3

期目の指導部を発足させた。今後5年間の政策方針等を示す中央委員会報告（以下、「報告」）のなか

で経済分野に焦点を当てると、従来の方針から大きな変化は見られなかった。第3章に示される中長期

的な発展の大枠では、2035年までに「1人あたりGDPを中等先進国の水準に到達させる」という従来の

目標を繰り返し掲げ、経済政策では、質と効率の向上に基づく持続的成長を目指す第14次五カ年計画

（2021年～2025年）を踏襲するものが列挙された（今般の党大会の全体感及び解説については、月岡

直樹（2022年）を参照）。 

ただし、経済発展の基礎をなす人材育成については、報告の中に新たな章を設けたことが注目され

る。人材を「第一の資源」と位置付け、青少年への教育から高度人材の育成支援まで幅広く人材戦略

に踏み込んでいる。人材育成を通じて経済的な生産性や効率性の向上を狙うものだ。 

人材育成に注力する背景には、今後、中国で予想される人口減少への危機感があろう。2022年7月に

発表された国連の人口推計「World Population Prospects 2022」によれば、中国の総人口の減少は、前回

（2019年）推計より10年前倒しされ、早くも今年から始まるとしている（以下、人口に関する記載は、

特段の明示がない限り、国連の推定値及び中位推計値を指す）（図表1）。また、出生数の減少と、医

療の進歩等による平均寿命の延びをうけて高齢化率は上昇し、2023年には、65歳以上人口が総人口の

14％超を占める高齢社会へ突入する。わずか11年後の2034年には超高齢社会（高齢者比率21％超）に

なることが見込まれ、世界でも早いとされる日本の移行ペース（高齢社会：1994年～超高齢社会：2007

年）を上回る早さだ。 

■ 人口減少による経済下押しは 2030 年代に本格化 

中国では国勢調査を10年毎に実施しており、2020年までの人口統計が2021年に公表され、抽出調査

をもとにした2011年～2019年のデータが改定された1。先の国連による推計値は、この国勢調査の結果

を反映している。 

中国の国勢調査を反映した今回（2022年）の国連人口推計と、反映していない前回（2019年）の推

計を比較することで、多岐にわたる示唆が浮き彫りとなる。なかでも、中長期的な経済成長の観点か

ら3つの点に注目したい。 

一つ目は、15歳未満の人口が大幅に下振れている、すなわち出生数が大幅に下方修正されている点

である（図表2）。2025年時点で、2,172万人、2030年時点で4,575万人の下振れが確認できる。2030年

中国の人口減少と中国経済への影響について 
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時点の下振れ幅は、総人口の約3％に相当し、無視できない規模である。この背景としては、足元で少

子化が加速していることが挙げられる。中国では一人っ子政策の軌道修正を2010年代前半より実施し、

二人目を容認するなどしてきたが、国連の推計によれば2018年以降、合計特殊出生率は低下の一途を

たどる（図表3）。2021年の出生数は1,088万人と、コロナ禍前の2019年対比で375万人減少している2。 

二つ目は、15～64歳の生産年齢人口について、2035年までの下方修正幅は限定的である一方、2035

年以降の下振れが大きい点だ（図表4）。一つ目で述べた出生数の減少が2035年以降の生産年齢人口に

大きく影響するからだ。同人口は、2016年より既に減少に転じており3、2035年までは年率▲0.42％、

2035年～2050年は同▲1.28％のペースで減っていく見込みだ。生産年齢人口の減少は、中国の中長期

的な潜在成長率の下押し圧力として作用する。 

最後に、住宅購入層といわれる30代人口が、2030年以降に下振れている点である（図表5）。2019年

時点の予測でも、2030年代にかけて減少が見込まれていたが、それを下回ることで住宅需要の追加下

図表1 人口動態と国連予測 

 

（注）国連の先行きは中位推計 
（出所）中国国家統計局、国連、CEICより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

図表2 15歳未満人口 図表 3 合計特殊出生率 

 
 

（注）先行きは中位推計 
（出所）国連より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（出所）国連より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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押しの可能性が出てきた。建設業を含む広義の不動産関連の産業はGDPのおよそ3割を占め、住宅需要

の低下が、2030年代の経済成長の足かせとなる可能性がある。 

以上を踏まえると、人口減少の経済への下押し圧力は徐々に現れ、本格化するのは2030年代以降と

考えられる。中国政府は、人口減少に対して産児制限の緩和や子育て世代に対する個人所得税軽減、

休暇制度の拡充といった少子化対策を打ち出している。しかし、少子化対策が効果を現すには時間を

要するだろう。また、近年にみられる子育て負担の増加や、晩婚化や結婚しても子供をもうけない

「DINKs」といった若年層における価値観・ライフスタイルの変化を考慮すると、少子化対策が必ず

しも目指した成果を上げるとも限らない。 

そのため、今後5年間に人材育成を通じて青少年・現役世代の生産性を底上げすることが、2030年以

降の経済成長率を左右する重要な要素となる。忍び寄る人口減少による経済的影響を跳ね返すことが

できるのか、3期目を迎えた新しい指導部に残された時間は少ない。 

 

 

［参考文献］ 

 

月岡直樹（2022）「『強国』路線を継続する中国～3期目を始動させた習近平指導部が直面する課題～」、

みずほリサーチ＆テクノロジーズ『みずほインサイト』、2022年11月2日 

 

1 日本経済新聞社「中国、人口 14 億人超を 2 年前倒し修正 高齢化不安消えず」（2021 年 6 月 3 日） 
2 国連による推計値。中国国家統計局によれば、2021 年の出生数は 1,062 万人と発表 
3 中国国家統計局によれば、生産年齢人口は 2014 年より減少に転じている 

                                                   

図表4 生産年齢人口伸び率（前年比） 図表 5 30 代人口 

  

（注）先行きは中位推計 
（出所）国連より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注）先行きは中位推計 
（出所）国連より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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1．はじめに 

 第 4次産業革命の進行が速まる中で、その重要な牽

引力として期待される第 5 世代移動通信システム＝

5Gの技術開発競争がここ数年急速に進んでおり、2018

年の米国企業と韓国企業による商用化開始宣言に続

き、日欧や中国でも技術の検証と商用導入の試験など

が活発に進められ、相次いで商業利用の仲間入りを果

たしてきた。現在世界で既に 80 余りの国と地域が 5G

の商業利用を始めており、5G サービスの運営業者も

多く増加してきた（図表 1）、2019 年 6 月から中国で

も商業利用がスタートされ、今日に至るまで 5G イン

フラ整備の加速とともに応用拡大が進められてい

る。 

 世界的なイノベーションの進展と移動通信シス

テムの進化（図表 2）により、「超高速、超低遅延、

多数同時接続」を特徴とした 5Ｇの技術が確立され

つつあり、新たな革命的インパクトが社会や産業に

与えられようとしている。中国も世界に遅れること

なく、5Ｇ技術の研究開発と商用導入の試験準備に

注力しており、実績を挙げている。 

 本稿では、世界における 5Ｇの開発利用の活発化

した情勢を踏まえ（図表 3）、中国における 5Ｇイン

フラの整備加速と応用拡大の動向を紹介する。ま

た中国政府が早い段階で 5Ｇに関連する技術開発

を重視し、支援策を展開し大きな成果を挙げてき

たことを明らかにし、今後の中国 5Ｇ商用化拡大

による経済効果や 6G を見据えた新技術の開発動

向を展望する。 

 

2．中国における 5G 建設促進策の展開動向と成果 

 図表 3 に示されるように、中国は 5Ｇ研究と導

入準備の先進組と認識されている。中国は、5Ｇ

利用のための周波数も多種準備し、特定のエリア

 
中国における 5G 推進施策について 

～経済成⾧への需要喚起と DX 発展の相乗効果～ 

 
 
 
みずほ銀行 中国営業推進部 
特別研究員 邵 永裕 Ph. D.  
Email : yongyu.a.shao@mizuho-bk.co.jp 
Tel : 03-5220-8729 

図表１　世界の５Gサービスの利用国・地域数と商業運営企業数の拡大
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資料）中国信通院（CAICT）公
表（2022.11）「5G応用創新発
展白皮書」より作成。

日　本 米　国 中　国 韓　国 欧　州

周波数等
3.7GHｚ帯,
4.5GHｚ帯,
28GHｚ帯

600MHｚ帯,
2.5,3.5,25,28,
37,39GHｚ帯

2.5GHｚ帯,
3.5GHｚ帯,
4.8GHｚ帯

3.5GHｚ帯,
28GHｚ帯

3.5GHｚ帯,
26GHｚ帯

サービス開始時期

2019年9月
（プレサービスイ
ン）

2020年本格展
開（東京オリン
ピック大会前）

2018年10月
（固定系ネット接続用）

2019年4月から順次
展開（スマートフォン）

2019年中から
順次展開

2018年12月
（プレサービスイ
ン）

2019年4月から
本格展開（スマー
トフォン）

2020年中開始
（2020年中の全
加盟国へのサー
ビス開始を目指
す）

サービス形態や実
証等

・導入当初から
移動系サービス
を予定。
・通信事業者や
国が様々な分
野の企業を交
えて実施中。

・Verizonは2018年10
月に一部都市で固定
系サービス展開、
2019年4月にスマホ向
けサービス開始、
Motorola製対応端末
発売。
・AT＆Tは2018年12
月にモバイルルータを
提供。
・Sprintは2019年5月
に、T-Mobileは2019
年中に移動サービス
提供予定。

・導入当初か
ら移動系サー
ビスを予定。
・国内外の事
業者、ベン
ダーと政府、
研究機関が
北京郊外に
広大な試験
フィールドを
構築。

・SK Telecom,
KT,LG U+の3社
は2019年4月か
らソウル全域を
含む首都圏・6大
広域市などでス
マホ向けサービ
スービスを開始
済。　　　　　　・
同時にSamsung
製の5G対応スマ
ホを発売。

・5Gの重点分
野として自動
車、工場・製
造、医療・健
康、メディアの
各分野を特
定。実証試験
を実施。

　　　　　図表3　5G実現に向けた日・米・中・韓・欧の取組状況　

資料）総務省移動通信課「第５世代移動通信システム(５Ｇ)の現在と将来展望」（令和元年5 月17日）より修正引用。

　 国・地域
　事項
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で集中的に実証研究を展開してきた。具体的

な政策展開の開始は、2014 年の中国重要科学

技術プランである「国家 863 計画」において 5

Ｇ通信システム用研究重大プロジェクトを明

記したことからである。 

 その前年の 2013 年には先に“IMT-2020（5G）”

推進組 1 という多くの業者と専門家を主とした

プロジェクト推進委員会を立ち上げ、具体的、

専門的に中国における 5G 発展のインフラ準備

と産業計画策定が始められた。それ以外にも

「中国製造 2025」戦略を始め、第 13 次 5 ヵ年

計画や情報通信産業、戦略的新興産業発展計画

などにも 5G の発展に関して具体的に明示して

いた。条件整備が大きく進んできた 2018 年に

なると、商用条件の確保と商用化加速及び5G関

連イノベーション企業の育成も提起され（図表

4 の 10、11）、交通関連発展の計画綱要では 5G

利用によるデジタル交通、スマート交通の建設

推進も強調されていた（図表 4 の 13、14）。直

近の 2 年間で第 14 次 5 か年計画の始動に合わせて情報通信関連産業の 5 か年計画において悉く 5G の強

化発展に関する計画目標と多数の実施事業が適

されており、また中国のカーボンピークアウト

とカーボンニュートラル政策目標に照準した通

信インフラの省エネ・グリーン発展推進の政策

が公布され（図表 4の 23）、今年 10 月には 5Gの

応用拡大を図る「仮想現実と業界応用融合発展

行動計画(2022～2026 年)」も正式に公布され、

メターバース推進の初めての中央政策として注

目されている。紙幅の制約で多数の政策の詳細

を見ることができないが、ここでは主に中国の

5G インフラの整備加速の成果を概観する。 

まず図表5から5Gインフラの基盤である基地

局の整備拡大の動向が明確に見て取れ、中国は 4G基地局数もとより、5G 基地局でも世界最多数の保有国

になっており、世界全体の 6 割以上を占める 200 以上の 5G 基地局が整備された。また 5G を主としたデ

                                                   
1 2013 年 2 月に中国工業情報化部と国家発展改革委員会、科学技術部の共同発起で設立された“IMT-2020（5G）”推進組は 50社以上の

メンバー企業が参加しており、中国の移動通信産業の産学研の中心的な産業組織となって中国 5G の全面的な計画と推進に取り組み、重
要な役割を果たしてきた。これまでに制定・公表された 5G関連の応用啓蒙文書や専門白書及び技術標準など多数あり、中国内の 5G 技
術研究の実施促進だけでなく、国際交流協力のための重要なプラットフォームにもなっている。 

図表5　中国における4Gと5G基地局建設数の推移
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資料）中国工信部発表より作
成（2022年の4G基地局数は8
月現在のもの、5Gは9月現在
のもの）。

No. 公布年 関連政策・計画の名称 政策主旨

1 2014年1月 国家ハイテク研究発展計画（“863”計画）
「5G移動通信システム先行研究重大プロジェ
クト」の起動

2 2015年5月 “中国製造2025”
5Gの積極的推進とネットワークの構築、2020
年商用化

3 2016年3月 中国第13次5ヵ年計画（2016～2020） 2020年までの5G商用化実現

4 2016年7月 国家情報化発展戦略綱要
2020年までに3Gと4Gの全国都市・農村への
ネットワーク全面被覆と5G技術の研究開発に
ブレークスルーの実現

5 2016年8月 智能製造工程実施指南（2016～2020）
IPv6と4G/5Gなどの次世代通信技術と工業と
の融合のための実験ネットワークの構築

6 2016年12月 “十三五”国家新興戦略産業発展計画
5G関連技術の協同研究、実験及び商用テス
トの実施促進

7 2016年12月 “十三五”国家情報化計画（2016～2020）
適時に5Gの商用始動と企業のIoT向け5G応
用の支援

8 2017年1月 情報通信業界発展計画(2016～2020）
5G標準の研究と技術実験、5G周波数の計画
と5G商用の実施により2020年までに世界5G
の引率国の一つに。

9 2017年8月
情報消費の更なる拡大とレベルアップと内需
の潜在力釈放の継続に関する指導意見

5G標準の研究と技術実験と商用化の加速促
進、2020年までに5G商用の実現。

10 2018年8月
情報消費の拡大とレベルアップの3年行動計
画

98％の行政村における光ケーブルの敷設と
4Gネットワークの被覆達成（可能なら
100Mbps以上の能力付与）、5G商用の条件確

11 2018年10月
消費体制メカニズムの促進体制の完全化に
関する実施方案

5Gの商用化加速促進と一群の実力の高いデ
ジタルイノベーション企業の育成、公共データ
資源の開放体制の整備。

12 2019年3月 全国人民代表大会
5Gネットワークの共同建設と利用及び5G端
末ユーザの拡大、5G商用化の加速指示

13 2019年7月 デジタル交通発展計画綱要 デジタル交通における5G技術の積極的導入

14 2019年9月 交通強国建設綱要 スマート交通における6G技術の積極的導入

15 2019年11月 全国人民代表大会
5Gネットワークの共同建設と利用及び5G端
末ユーザの拡大、5G商用化の加速指示

16 2020年3月 デジタル交通発展計画綱要 デジタル交通における5G技術の積極的導入

17 2020年3月 交通強国建設綱要 スマート交通における6G技術の積極的導入

18 2021年2月 5Gサービスの質向上に関する通知
5Gの応用普及を底上げるためにサービスの
改善促進を指示

19 2021年7月 5G“揚帆”行動計画（2021～2023年）
5Gのインフラ整備の進展をもとに各分野での
利用拡大を強力に進めるアクションプラン

20 2021年11月 “十四五”情報通信業界発展計画
デジタル経済の中核を担う情報通信産業の
新5か年発展ビジョンと実施事業を明示

21 2021年12月 “十四五”スマート製造発展計画
工業のスマート製造分野の新6か年発展ビ
ジョンと実施事業を明示

22 2021年12月 “十四五” 国家情報化計画
デジタル中国を全面的に建設するための新5
か年間の発展ビジョンとと実施事業を明示

23 2021年12月
データセンターと5 Gなどの新型インフラのグ

リーン・高品質発展を推進する実施方案
①

カーボンニュートラルに照準するデジタル分
野の省エネ・グリーン発展重視策が明示

24 2022年3月 2022年政府活動報告 デジタル中国の建設と5G規模化利用を強調

25 2022年10月
仮想現実と業界応用融合発展行動計画
(2022～2026年)

中央政府による初めてのメターバース発展計
画として注目される

図表4 　5Gの技術開発と商用化促進に関する中国の政策展開動向

資料）中国政府WEBサイトと関連報道より作成。注）①の文書名の冒頭部「炭素ピークアウト・カーボンニュートラルの目標要
求を徹底的に実行し、」を省略。なお、本表はすべての5G政策を含むものではなく、地方版の関連政策も多く公布されている。
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ータセンターにおけるラック総数と大型ラックの設

置数も急速に増加していることも図表 6 よりはっき

り読み取れる。またこれに加え、中国における IPｖ6

アドレス数の増加からも 5Ｇ利用者の順調な増加を

物語っている（図表 7）。 

 前述の“IMT－2020（5G）”推進組が 2019 年 10 月に

公表した「5G 応用イノベーション発展白書」に示さ

れた中国 5G の応用化体系図（図表 8）ではスマート

エナジー、コネクテッドカー、スマート金融、スマー

トシティ、ホームエンターテインメント、ソーシャル

ネットワーク教育、ヘルスケア、産業インターネット

（IoT）などを中心に応用推進を目指されてきたが、実際にもこれらの分野への 5G 応用が広がりつつあ

る。  

 中国は 5G 商用化 3 周年を迎えたことを踏まえて

工業情報化部が関連のデータを公表し、5G建設応用

の著しい成果が現れていることを強調。それによる

と、3 年間を経て中国に建設された 5G基地局は 160

万ヶ所を超え、中国は世界で初めてスタンドアロー

ン（SA）方式の大規模 5Gネットワークを構築した国

になった▽5G の応用ケースが 2 万件を超えた▽5G

スマートフォンユーザーが 4億 1千万人に達した——

などの成果がある。同部をはじめとする複数の関係当

局は今後、5Gなどのデジタルインフラ建設を適度に前

倒しして加速し、新型情報消費、実体経済、民生サー

ビスの3大分野に力を集中して、5Gがあらゆる産業にエンパワーメントする動きを加速させるという。 

商用化がスタートしてからの 3年間で、5G

の応用は絶えず拡大して深まりを見せ、交通、

医療、交通、文化・観光など生活の多くの分

野をカバーし、応用ケースは 2万件を超えた。

重要技術のイノベーションでは、「3G のブル

ークスルー」、「4G の同期」から「5G による牽

引」へと発展し、5Gチップセット、モバイル

オペレーティングシステムなどの重要コア技

術は世界トップレベルとの開きが縮小し続

け、中国企業が宣言した 5G 標準必須特許（5G-

SEP ）保有件数は世界トップを維持している。 

同部によると、インフラ建設をさらに加速

させて、5G、ギガビット級光ファイバー、デ

図表7　中国におけるIPｖ6アドレス数の推移
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資料）中国工信部発表より作成

図表6　中国におけるデーターセンター機架数の推移
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ータセンター建設を適度に前倒しして体系的に推進し、

デジタルとネットワークの融合や計算力とネットワーク

の融合、クラウドの協同発展を深化させ、カバーする深さ

と広さを高める。5G 大規模応用の重要なタイミングをし

っかり捉え、新型情報消費、実体経済、民生サービスの 3

大分野に集中し、あらゆる産業にエンパワーメントし、重

点産業には踏み込んで開拓しリーディングカンパニーを

育成、応用することによって、多くの新製品、新業態、新

モデルを打ち出す。同時に「5G＋インダストリアル・イン

ターネット」による牽引発展の役割を加速的に推進する

としている（「人民日報」2022.6.10）。 

 工業情報化部の最新統計によると、今年 7月

末現在、中国で開設された 5G基地局は累計 196

万 8 千ヶ所に上り、5G移動電話ユーザーは 4億

7500 万件に達し、中国は世界最大規模の 5G ネ

ットワークを保有する。中国で 5G 営業許可証

が発行されてからの 3 年間に、ネットワーク建

設は継続的に推進され、世界の 5G 基地局に占

める中国の割合は 60％以上となり、世界の登録

された 5G ユーザーに占める中国の割合も 70％

以上になった。（「人民日報」2022.8.20） 

また当然のことながら中国には 5G の産業チ

ェーンがいち早くできており、有力企業を中心

に事業拡大に取り組んでいる（図表 9）。業界の

リーディング企業を中心に、中国の 5Ｇ分野の知財発展も見られている。図表 10 に見るように 5G 標準必

須特許取得数の世界上位 10 社には中国系が半分の 5社が名を連ねており、中でも華為と中興（ZTE）2社

の取得件数が特に注目される。また米中欧の 3大特許

局による 5G標準特許授権数の上位 10社の状況を見て

も華為社はいずれもトップに占めている（図表 11）。 

中国国家知的財産権局知的財産権発展研究センター

が今年 6月に発表した報告書によると、世界で発表さ

れた 5G 標準必須特許数は 21 万件余りで、4 万 7,000

のパテントファミリーがある。うち中国で発表された

パテントファミリーは1万 8,000と世界の40％近くを

占め最多となっている。5G 標準必須特許の展開が最も

多い国・地域は順に、米国（4万 6000 件）、中国（3万

9000 件）、欧州（3万 1000 件）となっている。報告書

によると、世界トップ 15 の特許出願者のうち中国企

業は 7社で、米国、日本、欧州、韓国が 2社ずつ。専

門家によると、「ワイヤレス資源管理」が引き続き 5G

図表10　5G標準必須特許取得数にみる世界上位10企業の実績
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資料）艾瑞諮詢研究院公表資料より作成。

データは2021年5月現在の累計実績。

図表9 　中国5G産業チェーンにおける主要事業代表企業の配置図

資料）艾媒諮絢（https://www.iimedia.cn/c400/61397.html）より作成。
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図表11　米中欧3特許局による5G標準必須特許授権数上位10社シェア比較
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選専利発展趨勢」より作成。
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標準必須特許の最も重要な技術分野で、46.9％の割合を占めている。これに続くのはアクセス技術、マル

チキャリア伝送、チャネルコーディング、コアネットワーク及び次世代アクセスネットワークで、この 6

つの技術方向の 5G標準必須特許が占める割合は 89.8％という。 

 

3．中国の 5G 産業化への優位な条件と効果的な取り組み方法（デジタルイノベーションの強化） 

 中国における5G導入推進の政策や地域的な取組みが比較

的実を結びやすいのは、基本的だが5G発展に必要とされる

社会的条件や産業基盤が非常によく整備または改善されて

きているということに注目すべきである。 

 特に 5G のインフラ建設の基盤となる 4G ユーザーの浸透

率を見ると、中国は2015 年以降の上昇が急速であり、世界

平均と同レベルだった 2014 年以前に対して 2019 年 6 月に

はOECDのレベルも大きく超え77.8％に上昇した。広大な国

土と多数の人口を所与とした中国が、極めて短い期間でこ

うした顕著な情報インフラが整備できたのは、中央と地域

政府による推進策と社会発展の成果だと言わなければな

らない。こうした情報通信インフラの拡張と整備推進に

より、中国はデジタル経済の発展のためにも非常に有利

な産業基盤が構築でき、各種の新興産業の育成促進にも

堅実な条件整備ができたことになる。一方、これまでに

輩出してきた通信情報産業の有力企業が引き続き活発

な産業投資と事業活動を展開しており、今後の中国 5G

建設の促進と商用本格化にも欠かせない存在になって

いる。 

 こうした有利な条件の整備と活用を進めるとともに、

5G の利用促進をデジタルイノベーション事業として力を注いできたことは特筆すべき重要な取り組みで

あり、大きな促進効果が発揮されてきた。それをもっとも実質的な役割を担ってきたのは 2018 年から今

年まで実施してきた年一度の 5G ブルームカップ全国コ

ンクールの開催である。同全国大会の参加企業数と出品

項目数をみると、直近 2 年の増加幅が非常に顕著で、今

年には 8千社以上の企業、28,500 以上の案件の参加があ

り（図表 12）、5G利用革新案件の成熟度も高まり、「商業

利用実現、「再利用可能」案件の合計比率は 56％になって

おり（図表 13。2022 年）、5Gの応用促進に大きくつなが

っている。全国が参加対象になるが、今年の参加項目数

のシェアでは広東省、北京市、山東省、浙江省、河南省、

江蘇省が 6％以上を占めており（図表 14）、人口数、産業

規模および地域の特性などにより積極的に大会参加をし

図表12　2018～2022年ブルームカップコンクール参加企業数と案件数
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資料）中国信通院（CAICT）公表
（2022.11）「5G応用創新発展白皮書」
より作成。
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図表14　2022年ブルームカップ参加項目数トップ上位10地域のシェア
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ている模様が見られており、多くの地域・都市、広範な

企業・事業体の参加を巻き込んで、これこそ「大衆創

業」というデジタルイノベーションの実践となってい

る。目下商用化しやすいまたは比較的早期に応用可能

な分野として考えられるのは、スマートエナジーや

VR/AR、ホームエンターテインメント、コネクテッドカ

ー、工業 IoT、スマート医療などの分野でこれは中国で

行われた 5G 関連の「ブルームカップ」コンクールの決

勝戦の種目・参加者状況からも読み取れる（表 15）。ま

た同表から、中国では実に数多くの業と団体が積極的

に 5G 事業の推進に協力的に関わっていることも伺え

よう。 

 5G の利用推進を担当する IMT-2020（5G）”推進組の

作成による最新のレポートでは図表 16 の図式で中国

の 5G 融合応用促進の仕組みをイノベーションシステ

ムととらえられており、産学官連携による開発研究を

政策、商業、業界組織の 3 大サブシステムとして考え、

それぞれの役割分担と協力強化を通じて、機能的にイノ

ベーションの成果拡大に寄与していると評価している。

今後の 5G 事業の継続促進及び 6G 事業の開発をするう

えでも同様な手法が引き続き重視・活用されると考えら

れる。 

 

4．中国の 5G商用化の継続拡大と 6Ｇ開発推進の展望（結

びに代えて） 

 目下、中国では商用化実施の追い風に乗って 5G 向け

の市場整備と関連ビジネスが活発化している。昨年から

の第 14 次 5 か年計画の始動により 5G インフラの整備強化と応用促進が新時期の新インフラ投資の中国

事業として考えられており、関心が集まっている。新 5か年における新インフラ投資の多くは 5Gの技術

の発展と利用に大きく左右されていることを考えれば、5G ネットワークの構築が引き続き重要なカギを

にぎるので新 5 か年において 5G ネットワーク、工業インターネット、データセンターおよび人工知能

（AI）の 4 大領域の投資についてその計画目標と投資規模が注目されており（図表 17）、その他の 3領域

（都市間鉄道交通、特高圧輸送電網、充電施設）の発展目標なども関心が持たれている。またこれらの新

インフラ投資の実施により、関連産業（産業チェーン）への波及効果が大きいと考えられる。 

なお、主要地域の新 5 か年計画期の 5G 基地局建設関連の投資計画も図表 18 のように見られており、

各地域の 5G ネットワークの整備と応用拡大に大きく寄与すると思われる。 

むろん、これらの投資計画が基本的に 5G 事業の本体と関連市場に直接実施されるので、今後の 5G 事業

の発展により中国の経済発展、特にデジタル産業の促進に大きな役割を果たしていくものと考えられる。 

No. 種目名称 申告業者・団体 応用分野

1
5G+スマート医療連合体イノベーション
基地

東軟漢楓医療科技、中国医科大付属盛京医院、
遼寧省人民医院、中国聯合網絡通信遼寧分公司
など計6社

医療、ヘルスケア

2 5G賦能民用飛行機製造総合解決方案 上海飛行機製造、中国聨合網絡通信上海分公司 工業インターネット

3 5Gオールメディアプラットフォーム応用
中国聯合網絡通信網絡技術研究院、北京中科大
洋科技発展股份、杭州雅顧科技

文化体育、娯楽

4
スマートグリッドにおける5G通信技術の
応用

南方電網電力調度制御中心、中国移動広東有限
公司、華為技術、広東省電信計画設計院、深圳
供電など7社

スマートグリッド

5
5G医療断面ネットワーク支援下のロ
ボット遠距離手術公共サービスとビッグ
データプラットフォームの応用

中国電信網絡技術研究院、北京中科大洋科技発
展股份、杭州雅顧科技

医療、ヘルスケア

6 5G遠距離救急指示センター
浙江大学医学付属第二医院、中国移動浙江有限
公司杭州分公司、華為技術、浙江融創信息産業
など計7社

医療、ヘルスケア

7 5Gスマート工場 中国移動通信、新鳳鳴集団、中興通訊 工業インターネット

8
5G MECによるハイアールスマート工場
クラウド協同体制及びイノベーション応

中国移動通信、ハイアール、ハイアールデジタル
サービス、華為技術など7社

工業インターネット

9 5GエッジクラウドによるスマートAGV
三一重工、中国電信、中国電信北京研究院、華
為技術

工業インターネット

10
5Gエッジクラウドの実施とTCL新型ス
マート産業園の建設

中国移動、TCL集団、華為技術、格創東智科技、
旭金3智能技術など7社

都市管理

11 5G CLOUD VR 中国移動（浙江）、華為技術 文化体育、娯楽

12 5G+新生児訪問事業
中移（成都）信息通信科技、四川大学華西第二医
院、中国移動四川有限公司成都分公司、深圳創
維新世界科技

医療、ヘルスケア

13 5G航空インターネット応用
北京多尼卡空聯技術、深ｾﾝ市多尼卡航空電子、
合肥嶺匯科技、深圳市航電技術研究院など5社

工業インターネット

14 5Gロボットパトロール
中国電信深圳、深圳市公安局宝安分局、深圳市
優必選科技、深圳徳特科技

公共安全と応急処
置

15 スマート小売 中国移動江蘇有限、中興通訊、蘇寧易購集団 倉庫物流

16 5Gインタネット無人機構夢想小鎮物流 中国移動浙江有限公司 倉庫物流

17
5G クラウドロボット及び融合智能のス
マートアジア大会での応用

達闥科技、中国移動集団浙江、中国移動集団雄
安産業研究院

文化体育、娯楽

18 5Gスマート製鋼所
中国移動集団広東韶関鋼鉄、宝武集団広東韶関
鋼鉄、エリクソン中国、中国移動物聯網

工業インターネット

19 5Gスマート公共交通車両
浙江吉利新エネ商用車集団、数源科技、中国移
動杭州、華為技術、中移智行網絡科技有限

スマート交通

30
エネルギーシステムのスマート制御商
用ソリューション

中国移動集団広東東莞有限公司、広州雲山節能
環保科技有限公司

スマートエネル
ギー

資料）中国通信院（CAICT）、IMT-2020推進グループ『5G応用創新発展白書』（2019.10）より引用。 No.はもと資料に基づく。註）原
資料には30種目の決勝者リストが掲載されているが、本稿では適宜20件のみを引用・掲示。

図表15　「ブルームカップ」コンクール決勝戦の項目・参加者状況



 
 

21 

 

言うまでもなく 5G の産業的発展が重視されて

いるのは、5G 技術の革新性や重要性は言うまで

もなく、5G 発展による新興需要の喚起と経済成

長への促進効果のへの期待も大きな重みを占め

ている。5G 産業の市場規模はその本体と関連分

野に分かれているが、2030 年までに相当大きな

経済的波及効果が期待されている。また 5G関連

の投資額も 2000～2023年の間に毎年3,000億元

以上（最大 2021 年 3676 億元）の規模が見込ま

れ、2025 年にも 1500 億元の投資が予測されてい

る（図表19）。足元の中国経済の下振れ抑制にも

重要な意味を持つ。 

むろん、足元続いている新型コロナウィルスの

流行やロシア・ウクライナ戦争の影響などによ

り、5Ｇ産業の投資効果が制約される可能性はあ

るものの、それでも同産業にある投資需要の潜在

性や関連産業への波及効果を勘案すれば、今後の

中国経済成長への促進効果も大きく期待される。

実際かかる経済情勢のもとでも中国の電子情報通

信産業は依然成長産業であり、2021 年の各分野の

営業収入の増加率は2桁を記録しており、5G関連

分野の「インターネットと関連情報サービス業」は

前年比 20.7％の伸びを見せている（図表 20）。同

産業は世界的に重要視されるデジタル産業の中核

的な部分を占めているだけに、中国は新 5 か年計

画においてそれぞれ専門の 5 か年計画を策定・実

施しており、重要な成長産業として活発な企業投

資とビジネスチャンスが期待されている。近年

の中国デジタル産業の発展により、新たな産業

資源であるデータの産出量は 2017 年の 2.3ZB

から 2021 年の 6.6ZB の 3 倍弱増をし、世界シ

ェアも同8.8％から9.9％（中国信通院、中国網

絡空間研究院）に達しているので今後の中国に

おけるデジタル産業の投資と事業運営に非常

に有利な環境条件になり、中国企業のデジタル

イノベーションや海外企業とのデジタルコラ

ボ事業にもプラス要因になるであろう。 

No.
地域名（省・市・

自治区）
5G基地局建設目標値

（万基）
重点領域・方向

1 北京市 6（新規建設）
IPv6ベースの次世代インターネット大規模展開を加速し、5G
基地局を新たに6万基建設し、有効エリアカバー率を95%以
上とする。

2 天津市 7（合計）
インフラ電信企業の建設力強化を導き、リードする5Gプレミ
アムネットワークを構築。

3 内蒙古自治区 1（合計） 全区域の5G基地局が1万基突破。

4 遼寧省 14（合計）
次世代情報インフラ建設を加速し、2025年までに5G基地局
14万基を建設。

5 黒龍江省 11.4（合計）
5 G+産業用インターネット応用を深化し、5G基地局9.5万基を
新設、合計11.4万基に達する。5Gネットワークは人口の70%

以上をカバー。

6 浙江省 20（合計）
高品質な5Gネットワークを構築し、都市から田舎への延伸を
加速、行政村以上の地区の5Gネットワークカバーを実現。

7 江西省 7（合計）
累計で5G基地局7万基を建設し、すべての行政村にギガビッ
ト光ファイバーネットワークをカバーし、5Gアクセス率は50%
達成。

8 湖北省 13（新規建設）
新世代の高速知能情報インフラを構築し、5G規模のネット
ワークを加速し、13万の基地局を完成。

9 湖南省 15（新規建設） 今後5年間で15万の5G基地局建設を完成。

10 広東省 25（合計）
省全体で5Gネットワークの完全カバーを実現し、5Gネット
ワークのユーザー数は1億超、普及率80%以上に達する。

11 広西自治区 10（合計）
地方都市では深度カバー、郷鎮町村の重要エリアをフルに
カバー。

12 四川省 25（合計）
5G基地局を25万基建設し、データセンターラックは35万台に
達成。

13 貴州省 12（合計）
2025年までに12万基以上5G基地局を建設し、省内外のイン
ターネット帯域幅容量は4.5万Gbpsに達成。

14 甘粛省 4.5（合計）
2025年までに5Gネットワークの人口カバー率が50%以上を目
指す。5G基地局を4.5万基以上建設。

15 寧夏自治区 3（新規建設）
5G基地局3万基を建設し、都市と農村をカバーする5Gネット
ワークを基本的に完成。

図表18 　第14次5カ年計画期主要地域の5G基地局建設プラン

資料）図表17に同じ。

図表19　中国の5G発展による市場規模の推移予測（2020～2030年）
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2017年6月及び艾媒諮訊より作成。
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これまで、中国は 5G のインフラ整備と応用拡大に

より既に世界的に 5G の先進組として認識されている

が、今後も更なるインフラの充実と商業化の発展によ

り 6G 関連の技術開発と応用試験も本格化していくと

見られる。 

2022年 8月、工業情報化部の指導の下で、IMT-2030 

(6 G)推進グループは6 G技術試験を展開しはじめた。

中国通信研究院の王志勤副院長によると、この技術試

験の全体目標は「技術革新を深化させ、標準の制定を

サポートし、産業の成熟を促進し、広範な共通認識を

形成する」ことを目標とし、新理論、新技術革新の突

破を推進し、国際標準技術の基礎を固め、革新チェーン、産業チェーンの上下流協同連動を強化し、国内の

産学研用交流協力を強化し、6 G発展の良好な構造の構築に助力することであるとされている。また6 G技

術の試験は 3 つの段階に分けられ（肝心な技術試験段階(2022 か～2024 年)で、技術方案試験段階(2025～

2026年頃)、システムネットワーク試験段階(2027～2030 年頃)、6G事前商用設備の研究開発、6G重要製品

テストの展開、6G能力の全面的検証と最適化といった段取りで進められていくという。 

最近開催された2022世界 6 G発展会議で、王志勤副院長は、中国が6 G技術の試験を開始し、テラヘル

ツ通信、通感一体化、知能超表面、分布式自治ネットワーク、計算力ネットワークの 5 つの面で関連する

テスト規範を制定し、そしてすでに初歩的な検証結果を得ており、次のステップは 5 つの面で持続的に力

を入れて6 G知能超表面の発展を推進すると述べた。また6G 技術実験の状況に基づき、同氏は会議でこの

5つの重要技術（テラヘルツ通信、）に対する初歩的な研究判断を共有したうえ、6Gの発展は持続的な革新

過程であり、次の推進グループは以下の5つの方面を重点的に行うと述べた。一つは、5Gの応用革新と5.5 

G 技術の応用探索を持続的に推進し、6 G研究開発の基礎を築くことである。第二に、アーキテクチャとシ

ステム設計において、低・中・高スペクトルの高効率利用と、地上と衛星ネットワークの協同融合を考慮

し、6 Gと AIなどの次世代情報技術の協同を含む。

第三に、肝心な技術の研究とテスト検証を深め、産

業界が技術路線と実践方式で共通認識を形成するよ

うに導く。第四に、肝心な技術が産業で部品、計算

力などの能力をサポートして向上することに注目す

る。第五に、国際交流・協力を強化し、良好な環境

を作り、より多くの企業が6 Gの各業務に参加する

ことを歓迎する。 

日本でも積極的に 6G 関連の研究事業が進められ

ており、6Gにおける目指す要求条件も明らかにされ

ている（図表21）。同分野での日中間の直接的な協力については様々なハードルが想定されるが、日本とし

ても既に同分野のフロントランナーである中国の状況を意識しつつ今後の研究開発を行っていく必要があ

り、合わせて両国の相互理解と経済産業協力が技術の発展とそのより良い活用に資することを願う。        

                                          以 上 

図表20　近年の中国電子情報通信産業営業収入の推移
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近時の中国においては、ICV（Intelligent Connected Vehicle）関連技術の急速な発展及びデー

タ安全関連法令の整備に伴い、ICV データの取扱いに対する当局の監督管理に多大な関心が寄せら

れている。その中でも特に重視すべきなのは測絵情報・地理情報や自動車データに対する法規制で

ある。本稿は、これら種類のデータの基本的な概念及びその取扱いに関する法制度と実務を紹介す

るものである。日本企業が中国における ICV ビジネスでコンプライアンスを保持するにあたり、本

稿がその一助となれば幸いである。 

 

Ⅰ 測絵、測絵成果及び地理情報の概念 

 
ICV 技術の開発過程では、車両の路上運転を通じた周辺環境データの採集が不可欠となるが、中国

において最も厳しく規制されているのは測絵情報及び地理情報の収集・利用である。これら情報に

対する中国の監督管理制度は、「測絵法」、「測絵成果管理条例」のほか、測絵地理情報の所管官庁た

る自然資源部の部門規則に定められている。 

 

「測絵法」及び「測絵成果管理条例」によると、測絵とは、自然地理の要素若しくは地表の人工施

設の形状、大小、空間的位置及びその属性等を測定し、採集し、若しくは記述することのほか、取得

したデータ、情報若しくは成果を処理し、若しくは提供する行為をいう。また、測絵成果とは、測絵

行為により形成されたデータ、情報、図面及び関連する技術資料をいう。測絵情報又は地理情報は、

測絵成果に該当すると解される。 

 

「測絵法」における測絵行為の定義が抽象的なことから、測絵行為・測絵成果の解釈については、

当局が多大な裁量権を有するといえる。自然資源部は、2022 年 8月 25 日に公布した「インテリジェ

ント・コネクテッド・ビークルの発展の促進及び測絵地理情報の安全の維持に関する通知」（自然資

規［2022］1号、以下「2022 年通知」という）において、車両に衛星測位受信モジュール、慣性計測

装置、ビデオカメラ、レーザーレーダー等のセンサーを設置し又は集積した後、走行、役務提供又は

路上テストを行う過程で、車両及び道路周辺の施設の空間座標、映像、点群及びその属性に関する情

報等の測絵地理情報データを収集し、保存し、伝送し、又は処理する行為は測絵行為に該当すると定

めている。 

 

この 2022 年通知及び弊職らの過去の実務経験からすると、車載設備を通じて二次元又は三次元の

座標系を構築することにより、車両と周囲物体との相対位置を測定・推算すること、又は車載設備を

通じて車両の周囲の物体の形状、大小等を推計・記述することができる場合、かかるデータ収集行為

は測絵行為となり、それにより収集されたデータは測絵成果となる可能性が高いと考えられる。 

 

Ⅱ 測絵行為及び測絵成果に対する監督管理制度 
 

１．監督管理制度の概要 

 

（1）測絵行為と測絵資格 

 

中国国内で測絵を行うには相応の測絵資格がなければならず、それを取得した企業は、その資格

等級において許された専門分類及び業務範囲において測絵を行わなければならない。「測絵資格管理

中国における自動車関連データの取扱いについて 
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弁法」によると、測絵資格は甲及び乙 2級に分けられ、専門分類には、大地測量、測絵航空撮影、撮

影測量及びリモートセンシング、工事測量、海洋測絵、境界及び不動産測絵、地理情報システムエン

ジニアリング、地図作成、ナビゲーション電子地図作成並びにインターネット地図サービスの 10類

型に大別される。さらに、「測絵資格分類分級基準」においては、各専門分類下の甲級及び乙級測絵

資格が充足すべき要件（技術・品質保証の体制、専門技術者、技術装備、測絵の業績等）と測絵業務

の範囲が詳細に定められている。 

 

測絵業界それ自体の機微性ゆえ、中国政府はこれまで一貫して、中国国内で行う測絵行為又は測

絵産業に対する外国企業の投資を厳格に制限してきた。「測絵法」8 条は、外国の組織又は自然人が

中国の領域で測絵行為を行うためには、国務院測絵地理情報主管部門と軍の測絵部門との共同によ

る許可を得なければならず、中国の領域における測絵は、中国の関連部門又は企業と共同して行う

ことを要し、国家秘密及び国の安全に危害を与えてはならないと定めている。この規定の下、理論

上、外国企業が中国企業との合弁又は提携によって行う測絵行為であれば許されるようであるが、

2021 年の「外商投資参入特別管理措置（ネガティブリスト）」においては、大地測量、海洋測絵、測

絵航空撮影、地面移動測量等の調査が外商投資禁止類分野とされている。 

 

ICV 業界を例に挙げると、中国国内で自動運転路上テストを行う過程で地理情報を収集するため

には、「地理情報システムエンジニアリング」の特別類別に属する「地理情報データ採集」、「地理情

報データ処理」若しくは「地面移動測量」の資格又は「ナビゲーション電子地図製作」の資格を要す

る可能性が高い。実務上一般に、外国企業が中国企業との合弁・提携を行い、外商投資企業がこれら

の資格を取得するといった方法は採用しえないため、外国企業又は外商投資企業においては、自ら

測絵活動を行うことはせず測絵成果及び測絵成果を含むデータへの接触を避け、測絵資格を有する

専門業者たる測絵会社に委託してデータを収集することが多い。 

 

（2）測絵成果の第三者への提供 

 

外国企業又は外商投資企業から関連データ収集の委託を受けた測絵会社が、その収集したデータ

及びその派生データをこれらの外国の委託者に引き渡す行為も、厳しい規制の対象とされている。 

 

「測絵成果管理条例」8条によると、外国の組織又は自然人が中国の関連部門又は企業との合弁又

は提携を通じて、許可を取得した上で中国の領域で測絵行為を行う場合、その測絵成果が中国側の

部門又は企業の所有に帰するものとされ、中国側の部門・企業は測絵主管部門に測絵成果の写しを

提出する義務を負う。この規定は、外国の企業・自然人が合弁又は提携の方式で測絵成果を直接に取

得することを実質的に禁止するものである。特に、自動運転の路上テストで収集される地図作成に

用いるデータは国家秘密と関わる測絵成果であり、中国国内の測絵会社は、関連主管部門の許可が

ない限り、外国企業・外商投資企業にデータを提供することができない。国家秘密と関わらない測絵

成果であっても、その機微性ゆえ、測絵会社から外国企業・外商投資企業にデータを直接提供するこ

とは実務上行われていない。 

 

2．最新の監督管理の動向 

 

ICV 産業の発展過程で測絵情報・地理情報の安全管理に関する問題が明らかとなったことに鑑み、

自然資源部は、既述のように 2022 年通知を公布した。それにより、関連データの収集・保存・伝送・

処理を行う自動車製造業者、サービス業者、自動運転ソフト提供業者等は、自ら測絵資格を取得し、

又は相応の測絵会社に測絵行為を委託しなければならないことが明確化された。また、空間座標、映

像、点群及びその属性に関する情報等が測絵情報・地理情報に該当するものと明確化され、これらの

データを国外に伝送し、又はそれを計画するときは、法に基づいて対外提供の許可又は地図審査の

手続等を行わなければならないことが重ねて言明された。 

 

Ⅲ 高精度地図 
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1．高精度地図の概念 

 

高精度地図は、自動運転システムへの使用に特化した地図である。その高精度は、次の 2 つの面

に現れている。第 1 に、高精度地図の座標情報は高い精度が求められる。一般のナビゲーション用

電子地図はナビゲーションの補助にとどまり、その座標の精度は約 10ｍであるが、自動運転を行う

自動車は自車の位置の正確な把握を必要とするため、高精度地図の精度の要求は 1ｍ以内である。第

2に、高精度地図に含まれる道路交通情報は、より多様で精密な要素からなる。各車道の勾配、曲率、

進行方向、高度、傾斜のデータ、車道の線の種類・色、各車道の制限速度の要求、推奨速度の分離帯

の幅・材質、路上の矢印・文字の内容・位置、信号、横断歩道等の交通表示の絶対地理座標、物理的

な寸法及びその特質・特徴、これらすべての情報が高精度地図に正確に反映されることを要する。 

 

2．高精度地図製作の資格 

 

高精度地図の製作（高精度地図に含まれるデータの採集を含む）は 2022 年通知に定める測絵行為

に該当し、それを行うためには測絵資格が必要となるが、具体的に求められる資格はナビゲーショ

ン用電子地図製作資格になると考えられる。 

 

もっとも、その取得はなかなか難しく、自然資源部が 2022 年 2 月、3 月及び 8 月にそれぞれ公表

したナビゲーション用電子地図製作資格のうち甲級資格1の保有者目録によると、有資格者は四維図

新、高徳軟件、華為をはじめとする 19 社にとどまり、外商投資企業は当然ながら含まれていない2。 

 

3．クラウドソーシングモデルによるデータ採集 

 

高精度地図の製作は、監督管理の面で厳格な管理下に置かれ、ナビゲーション用電子地図製作資

格を得た企業でなければその製作及びそれと関連する測絵行為を行うことができない。一方、この

産業と関わる者は、データ収集設備の価格と資格維持のコストが高額で、データ収集の効率が低い

といった問題を抱えている。 

 

実務においては、データ収集のコストを抑えるため、クラウドソーシング収集方式が採用される

ことがある。これは、専門収集と相対する方式である。専門収集は、データ収集専用車両により半自

動化又は全自動化方式でデータを収集し、製図作業が集中的に行われるのに対し、クラウドソーシ

ング収集は、CCD カメラ、レーダー等の設備を搭載して路上を走行する多数の一般車両によってデー

タの収集が行われる。通常、その設備は専用車両のものより精度が低く、収集したデータはクラウド

プラットフォームにアップロードされ、地図データの更新に用いられる。クラウドソーシング収集

は、視覚、レーダー等の方式に分けられ、視覚方式では、主にユーザーの使用する車両の CCD カメ

ラセンサーによって動画データを採集し、レーダー方式では、主にレーダーによって点群データを

取得する。クラウドソーシングはアルゴリズムに大きく依存し、個別データの質・精度が低いという

その弱点は、大量のデータの共有、マイニング、分析及び融合によって補完される。 

 

クラウドソーシング収集方式も、理論上、測絵法による監督管理の問題を回避しえない。この方

式の下、クラウドソーシング車両が収集する情報量の規模・精度の観点からみてナビゲーション地

図を構成しうるレベルに達するときは、「測絵行為」となる可能性があり、その場合においては、

相応の測絵資格を有することが求められる。また、クラウドソーシング収集設備として GPS、慣性

航法装置又は類似する位置測定装置を用いたときは、その収集データには位置情報が含まれるた

                                                   
1 乙級資格保有者は政府が画定した地域範囲内でのみ製図可能であるが、甲級資格保有者はこのような制限を受けない。 
2 http://gi.mnr.gov.cn/202202/t20220221_2729140.html  
http://gi.mnr.gov.cn/202208/P020220809393099337451.pdf 
https://m.mnr.gov.cn/gk/zzrz/202203/P020220325594072722887.pdf 
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め、直ちに測絵行為が成立しうる。したがって、自動運転ソフト提供業者など、高精度地図製作自

体を目的とせず単に自動運転の技術開発のみを目的とする事業者であっても、クラウドソーシング

方式でソフトの開発に必要な自動車データを採集するには、慎重を期し、資格を有する測絵会社に

委託してそれを行ったほうが安全であろう。特に、2022 年通知のように、監督管理部門が ICV デー

タ収集行為に対する一層の引締策を打ち出していることから、今後の政策動向についてはさらなる

注意が求められる。 

 

IV 自動車データの法規制 
 

1．自動車データの重要データ 

 

2021 年 10 月 1日、中国当局は、「自動車データ安全管理若干規定（試行）」（以下「若干規定」

という）の施行を公表し、自動車データに対する規制を強化するものとした。これは同年 9 月施行

の「データ安全法」などに基づく措置であり、自動車データの国外移転の規制がその重要な目的と

考えられる。これにより、中国における外資 ICV 事業には多大な影響が及ぶこととなった。 

 

若干規定によると、自動車データのうち、次に定めるものは重要データに該当し、車載カメラによ

り記録されたこれらの映像は、匿名化、マスキング等の特別な処理をしない限り、重要データとして

扱われる。 

 

① 軍事管理区、国防科学工業企業及び県級以上の党、政府機関等の重要かつ敏感なエリアにおけ

る地理情報、人の流れと車両の流れに関するデータ 

② 車両の流れ、物流など、経済運営の状況を反映するデータ 

③ 自動車充電網の運行データ 

④ 顔情報、ナンバープレート情報などを含む、車外の映像・画像データ 

⑤ 10 万人を超える個人情報主体についての個人情報 

⑥ 国家インターネット情報部門及び国務院の発展改革、工業・情報化、公安、交通運輸などの関

連部門が確定した、国家安全、公共利益、又は個人、組織の合法的権益に危害を及ぼしうるそ

の他のデータ 

 

2．重要データに対する規制 

 

若干規定が実務にもたらした最大の影響は、一年間の重要データの取扱状況を取りまとめ、そ

れをインターネット情報部門にアニュアル報告として提出し監督を受けることを自動車データ取

扱企業に義務づけたことである。昨年に導入されたこの制度は、二年目の今年、既に常態化された

といいうる状況にある。2022 年 11 月 21 日までに、北京、天津、四川、江西、湖南、浙江、遼寧

等の省（市）の当局が 2022 年度アニュアル報告の提出を指導する通知を発しており、報道による

と、一部の地域では当局が重点企業を選択して現地調査も行っているとのことである。 

 

このアニュアル報告については、次の情報に関する詳細な内容が求められている。 

 

① 自動車データ安全管理責任者及びユーザー権利利益事務連絡係の氏名及び連絡方法 

② 取り扱う自動車データの種類、規模、目的及び必要性 

③ 保存の場所、期限等を含む自動車データの安全防護及び管理措置 

④ 中国国内の第三者に対する自動車データ提供の状況 

⑤ 自動車データの安全に関するインシデント及びその解決の状況 

⑥ 自動車データに関するユーザーからの不服申立て及びその解決の状況 

⑦ 中国国外に移転した自動車データについてその受取人の基本状況 

⑧ 中国国外に移転した自動車データの種類、規模、目的及び必要性 

⑨ 自動車データの中国国外における保存の場所、期限、範囲及び方法 
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⑩ 自動車データの中国国外提供に関するユーザーからの不服申立て及びその解決の状況 

⑪ その他国家インターネット情報部門が国務院の工業・情報化、公安、交通運輸等の関連部門と

共同して明示した自動車データについて報告を要する内容 

 

重要データの越境移転は、今年 9 月 1 日施行の「データ越境移転安全評価弁法」の下、インター

ネット情報部門に安全評価報告を提出してその承認を受けることがその実施要件とされた。そのた

め、自動車データの重要データの越境移転は実務上極めて困難となり、アニュアル報告による規制

も相まって、自動車データの取扱いが必須の ICV 関連事業者は、自動車データの保存・処理及び ICV

の開発を中国現地で行わざるを得ないものとなっている。 

 

おわりに 
 

中国の ICV 産業に関しては、最近においても「道路自動車両生産参入許可管理条例（意見募集稿）」

（工業情報化部 2022 年 10 月 28 日公布）及び「インテリジェント・コネクテッド・ビークル参入及

び路上走行試験の試行に関する通知（意見募集稿）」（工業情報化部 2022 年 11 月 2 日公布）という

2つの重要な法令案が公布され、ICV に関する立法整備が急速に進められている。 

 

前者の条例案は、ICV 及びその製造企業に対して参入許可管理を実施するものとし、ICV 製品はサ

イバーセキュリティ及びデータ安全の関連基準及び技術基準を満たすべきであり、そのうち自動運

転機能を有するものについてはリスクテスト評価に合格しなければならないと規定されている。後

者の通知案は、条件を満たした国が選別した ICV（自動運転機能付きのビークルについては 3 級運転

自動化製品と 4 級運転自動化製品に限定）の路上試験を試行都市内の指定された公道で展開するた

めの申請要件、申請方法等を具体化したものである。 

 

このように、中国では、ICV 産業において、厳しいデータ取扱いに対する規制のほかにも、ICV 企

業及び ICV 製品の市場参入に対する管理が今後実行される予定であり、その一方で、路上走行の試

験的展開を含め ICV 技術の発展に有利な政策の動きもある。これが ICV 産業の円滑な発展につなが

るか今後の展開が注目される。 

以 上 

King & Wood Mallesons 金杜法律事務所 国際パートナー 

中国弁護士  崔 文英（さい ぶんえい） 

クロスボーダーの M＆A、技術ライセンス及びデータコンプライアンスを主たる業務分野とす

る。日系企業の対中国投資、技術ライセンス分野において十数年にわたる豊富な経験を有する。

近年経済安全保障分野のリーガルサービスに力を入れており、重要データ、個人情報保護、輸

出規制の分野を中心にアドバイスを提供している。注力している産業分野は、自動車、機械設

備、ヘルスケア及び TMT である。 

 

King & Wood Mallesons 金杜法律事務所 アソシエイト 

中国弁護士  徐 康（じょ こう） 

外商投資、データコンプライアンスその他一般企業法務を主たる業務分野とする。 
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みずほ銀行（中国）有限公司

〇 上海虹橋出張所 ● 深圳支店 ● 蘇州支店
上海市閔行区申濱南路1226号 広東省深圳市福田区金田路

● 北京支店 
北京市朝陽区東三環中路1号

江蘇省蘇州市蘇州工業園区

皇崗商務中心1号楼30楼 旺墩路188号建屋大厦17階虹橋新地中心 A棟6階、C棟6階

● 天津支店 〇 昆山出張所
天津市和平区赤峰道136号 江蘇省昆山市昆山開発区春旭路258号

青島国際金融中心44階 東南大道33号科創大厦701-704室

● 青島支店 〇 常熟出張所
山東省青島市市南区香港中路59号 江蘇省常熟高新技術産業開発区

華夏路8号合景国際金融広場25階

みずほ銀行

● 広州支店
広東省広州市天河区珠江新城

● 合肥支店
安徽省合肥市包河区馬鞍山路130号

万達広場7号写字楼19階

その他

遼寧省大連市大連経済技術開発区

紅梅小区81号ビル古耕国際商務大厦22階

環球金融中心 西楼8階

● 大連支店
遼寧省大連市西崗区中山路147号

森茂大厦23階、24階-A

〇 大連経済技術開発区出張所

天津国際金融中心大厦11階 東安大厦18階D、E室


